
（１） 公共工事の発注者としての共通認識の確認
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・ 品確法及び運用指針の改正、新たな全国統一指標の設定
・ 建設現場における働き方改革への取り組み

① 週休２日への取り組み
② 現場閉所への取り組み



品確法及び運用指針の改正
新たな全国統一指標の設定

公共工事の発注者としての共通認識の確認



※担い⼿３法の改正（公共⼯事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共⼯事の⼊札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り⼿」としての建設業への期待
働き⽅改⾰促進による建設業の⻑時間労働の是正
i-Constructionの推進等による⽣産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に⻭⽌め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い⼿３法施⾏(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共⼯事品確法と建設業法･⼊契法を⼀体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い⼿の中⻑期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い⼿３法改正を実施

建設業法・⼊契法の改正 〜建設⼯事や建設業に関する具体的なルール〜

品確法の改正 〜公共⼯事の発注者･受注者の基本的な責務〜

cv

○発注者の責務
・適正な⼯期設定 （休⽇、準備期間等を考慮）
・施⼯時期の平準化 （債務負担⾏為や繰越明許費の活⽤等）
・適切な設計変更
（⼯期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活⽤）

働き⽅改⾰の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代⾦･⼯期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争⼊札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費⽤の予定価格
への反映や、⾒積り徴収の活⽤

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活⽤等による
⽣産性向上

⽣産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共⼯事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加⼊を許可要件化
・下請代⾦のうち、労務費相当については現⾦払い

○⼯期の適正化
・中央建設業審議会が、⼯期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い⼯期による請負契約の締結を禁⽌
（違反者には国⼟交通⼤⾂等から勧告・公表）
・公共⼯事の発注者が、必要な⼯期の確保と施⼯時期の平準化
のための措置を講ずることを努⼒義務化＜⼊契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者︓補佐する者(技⼠補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)︓⼀定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地⽅公共団体等との
連携の努⼒義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

品確法と建設業法・入契法（新担い手３法） Ｒ１改正時の概要
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建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

１．建設業の働き方改革の促進
 長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。
※ 働き方改革関連法（2018年6月29日成立）による改正労働基準法に基づき、建設業では、

2024年度から時間外労働の上限規制（罰則付き）が適用開始。

２．建設現場の生産性の向上
 現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、限りある人材の有効活用と若者の入職促進による将来の担い手の確保が急務。

３．持続可能な事業環境の確保
 地方部を中心に事業者が減少し、後継者難が重要な経営課題となる中、今後も「守り手」として活躍し続けやすい環境整備が必要。

＜年齢構成別の技能者数＞背景・必要性 ＜時間外労働の上限規制＞

✓原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
✓特別条項でも上回ることの出来ないもの：

・年７２０時間（月平均６０時間）
・２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
・単月１００時間未満
・月４５時間を上回る月は年６回を上限

＜審議の経緯＞
R1.5.28 衆議院本会議可決（全会一致）
R1.6.5   参議院本会議可決（全会一致）
R1.6.12  公布

建設業における働き方改革の実現を通じて、女性や若年層など将来における担い手を確保
（ＫＰＩ）・建設業入職者数：４万人（2017年度）→5.5万人（2023年度） （1.5万人純増）

・技術者・技能労働者の週休２日の割合：技術者8.5％（2017年度）、技能労働者47％（2018年度）→原則100％（2024年度）
・下請代金のうち、少なくとも労務費相当分を現金払いとする割合：91.4％（2018年度）→100％（2025年度）

１．建設業の働き方改革の促進
（１）長時間労働の是正 （工期の適正化等）
 中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告。また、著しく短い工

期による請負契約の締結を禁止し、違反者には国土交通大臣等から勧告等
を実施。

 公共工事の発注者に、必要な工期の確保と施工時期の平準化のための方
策を講ずることを努力義務化。

（２）現場の処遇改善
 建設業許可の基準を見直し、社会保険への加入を要件化。
 下請代金のうち、労務費相当分については現金払い。

２．建設現場の生産性の向上
（１）限りある人材の有効活用と若者の入職促進
 工事現場の技術者に関する規制を合理化。

（ⅰ）元請の監理技術者に関し、これを補佐する制度を創設し、技士補がいる場
合は複数現場の兼任を容認。

（ⅱ）下請の主任技術者に関し、一定未満の工事金額等の要件を満たす場合は
設置を不要化。

（２）建設工事の施工の効率化の促進のための環境整備
 建設業者が工場製品等の資材の積極活用を通じて生産性を向上でき

るよう、資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指
示に併せて、国土交通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧
告・命令できる仕組みを構築。

＜元請の監理技術者＞

３．持続可能な事業環境の確保
 経営業務に関する多様な人材確保等に資するよう、経営業務管理責任者に

関する規制を合理化（※）。
※ 建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいないと許可が得られないとする

現行の規制を見直し、今後は、事業者全体として適切な経営管理責任体制を有する
ことを求めることとする。

 合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕
組みを構築。

法案の概要

＜下請の主任技術者＞

【目標・効果】
2



背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立

○「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間
労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性

○建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促
進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性

○公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で
重要な役割

法案の概要

【基本理念】災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ円
滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見
積り徴収の活用

【基本理念】適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事
する者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の
労働環境の適正な整備への配慮

【発注者の責務】
①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、債務負担行為・繰越明許費の活用に
よる翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注見通しの作成・公表等

③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等
【公共工事等を実施する者の責務】

適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

(1)発注者の体制整備
①発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責務】
②国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を

有する者の活用促進等
(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理

【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診
断を含む。）及び設計）について広く本法律の対象として位置付け

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

○全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復
興のため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

１. 災害時の緊急対応の充実強化

２. 働き方改革への対応

３. 生産性向上への取組

４. 調査・設計の品質確保

５. その他

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、
基本方針や発注者共通の運用指針を改正

公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律 概要
＜審議の経緯＞
R1.5.28 衆議院本会議可決（全会一致）
R1.6.7   参議院本会議可決（全会一致）
R1.6.14  公布・施行
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北陸ブロック発注者協議会発注関係事務の運用に関する指針 改正案のポイント

4

第二十二条 国は、基本理念にのっとり、発注者を支援するため、地方公共団体、学識経験者、民間事業者その他の関係者の意見を聴いて、公共工
事等の性格、地域の実情等に応じた入札及び契約の方法の選択その他の発注関係事務の適切な実施に係る制度の運用に関する指針を定めるもの
とする。

①全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興のため、 災害時の緊急対応の充実強化

②公共工事の品質確保のため、公共工事に加え、公共工事に関する測量、調査  （地質調査その他の調査（点検
及び診断を含む。））及び設計が対象として追加

③働き方改革、ＩＣＴの推進等による生産性向上の取組に関連する事項の追加

Ⅰ．本指針の位置付け

Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために
取り組むべき事項

１ 工事

１－１ 工事発注準備段階
１－２ 工事入札契約段階
１－３ 工事施工段階
１－４ 工事完成後
１－５ その他

２ 業務
２－１ 業務発注準備段階
２－２ 業務入札契約段階
２－３ 業務履行段階
２－４ 業務完了後
２－５ その他

３ 発注体制の強化等
３－１ 発注体制の整備等
３－２ 発注者間の連携強化

１ 工事
１－１ 災害時における入札契約方式

の選定
１－２ 現地の状況等を踏まえた発注

関係事務に関する措置

２ 業務
２－１ 災害時における入札契約方式

の選定
２－２ 現地の状況等を踏まえた発注

関係事務に関する措置

３ 建設業者団体・業務に関する
各種団体等や他の発注者との連携

Ⅲ．災害時における対応
Ⅳ．多様な入札契約方式の選択・活用

１ 工事
１－１ 多様な入札契約方式の選択の

考え方及び留意点
１－２ 公共工事の品質確保とその担い

手の中長期的な育成・確保に
資する入札契約方式の活用の例

２ 業務
２－１ 多様な入札契約方式の選択の

考え方及び留意点
２－２ 業務の品質確保とその担い手の

中長期的な育成・確保に資する
入札契約方式の活用の例

Ⅴ．その他配慮すべき事項

１ 受注者等の責務
２ その他

公共工事の品質確保の促進に関する法律における「運用指針」の該当条文

全体の構成

運用指針 改正のポイント



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

運用指針とは：品確法第22条に基づき、地方公共団体、学識経験者、民間事業者等の意見を聴いて、国が作成（令和２年）

各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、体系的にとりまとめ
国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについて毎年調査を行い、その結果をとりまとめ、公表

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

実
施
に
努
め
る
事
項

①予定価格の適正な設定
②歩切りの根絶
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の

設定・活用の徹底等
④施工時期の平準化【新】
⑤適正な工期設定【新】
⑥適切な設計変更
⑦発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上【新】
②入札契約方式の選択・活用
③総合評価落札方式の改善【新】
④見積りの活用
⑤余裕期間制度の活用
⑥工事中の施工状況の確認【新】
⑦受注者との情報共有、協議の迅速化

工事 測量、調査及び設計【新】

①予定価格の適正な設定
②低入札価格調査基準又は最低制限価格の

設定・活用の徹底等
③履行期間の平準化
④適正な履行期間の設定
⑤適切な設計変更
⑥発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的

な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

災
害
対
応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用
②現地の状況等を踏まえた積算の導入
③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携

北陸ブロック発注者協議会「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント（案）

5



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

予定価格の設定に当たっては、市場における労務単
価及び資材・機材等の取引価格、工期、施工の実態
等を的確に反映した積算を行う。また労務費、機械経
費、間接経費を補正するなどにより、週休２日等に
取り組む際に必要となる経費を適正に計上する。

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査
制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
予定価格は、原則として事後公表とする。

歩切りは、公共工事の品質確保の促進に関する法律
第７条第１項第１号の規定に違反すること等から、
これを行わない。

必ず実施すべき事項（工事）

① 予定価格の適正な設定

② 歩切りの根絶

③ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・
活用の徹底等

⑥ 適切な設計変更

工期の設定に当たっては、工事の内容、規模、方
法、施工体制、地域の実情等を踏まえた施工に必要
な日数のほか、工事に従事する者の休日、工事の実
施に必要な準備・後片付け期間、天候その他のやむ
を得ない事由により工事の実施が困難であると見込ま
れる日数等を考慮する。また、週休２日を実施する
工事については、その分の日数を適正に考慮する。

発注者は積極的に計画的な発注や施工時期の平準
化のための取組を実施する。
具体的には、中長期的な工事の発注見通しについ

て、地域ブロック単位等で統合して公表する。ま
た、繰越明許費・債務負担行為の活用や入札公告の
前倒しなどの取組により施工時期の平準化に取り
組む。

④ 施工時期の平準化【新】

⑤ 適正な工期設定【新】

地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関
係事務の実施状況等を把握するとともに、各発注者
は必要な連携や調整を行い、支援を必要とする市町
村等の発注者は、地域発注者協議会等を通じて、国
や都道府県の支援を求める。

⑦ 発注者間の連携体制の構築

設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の
状態が一致しない場合等において、設計図書の変更
及びこれに伴って必要となる請負代金の額や工期の
変更を適切に行う。その際、工期が翌年度にわたるこ
ととなったときは、繰越明許費を活用する。

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント

6
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平準化の取り組み「さしすせそ」、発注見通しの統合



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

入札に付しても入札者又は落札者がなかった場合等、
標準積算と現場の施工実態の乖離が想定される場合
は、見積りを活用することにより予定価格を適切に
見直す。

必要に応じて完成後の一定期間を経過した後におい
て施工状況の確認及び評価を実施する。

各発注者は受注者からの協議等について、速やかか
つ適切な回答に努める。設計変更の手続の迅速化等
を目的として、発注者と受注者双方の関係者が一堂
に会し、設計変更の妥当性の審議及び工事の中止等
の協議・審議等を行う会議を、必要に応じて開催する。

実施に努める事項（工事）

④ 見積りの活用

⑧ 完成後一定期間を経過した後における施工状況
の確認・評価

⑦ 受注者との情報共有、協議の迅速化

工事の発注に当たっては、工事の性格や地域の実
情等に応じ、価格競争方式、総合評価落札方式、技
術提案・交渉方式等の適切な入札契約方式を選択す
るよう努める。

② 入札契約方式の選択・活用

工事に関する情報の集約化・可視化を図るため、
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用するとともに、
さらに情報を発注者と受注者双方の関係者で共有で
きるよう、情報共有システム等の活用の推進に努め
る。また、ICTの積極的な活用により、検査書類等
の簡素化や作業の効率化に努める

① ICTを活用した生産性向上【新】

③ 総合評価落札方式の改善【新】

豊富な実績を有していない若手技術者や、女性技
術者などの登用、民間発注工事や海外での施工経験
を有する技術者の活用も考慮して、施工実績の代わ
りに施工計画を評価するほか、災害時の活動実績を
評価するなど、適切な評価項目の設定に努める。さ
らに、国土交通省が認定した一定水準の技術力等を
証する民間資格を総合評価落札方式における評価の
対象とするよう努める。

労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔
軟に設定できる余裕期間制度の活用といった契約上
の工夫を行うよう努める。

⑤ 余裕期間制度の活用

下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保
に関し、その実態を把握するよう努める。

⑥ 工事中の施工状況の確認【新】

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント（案）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

予定価格の設定に当たっては、市場における技術者
単価及び資材・機材等の取引価格、履行の実態等を
的確に反映した積算を行う。

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査
制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
予定価格は、原則として事後公表とする。

必ず実施すべき事項（測量、調査及び設計【新】）

① 予定価格の適正な設定

② 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・
活用の徹底等

⑤ 適切な設計変更

履行期間の設定に当たっては、業務の内容や、規
模、方法、地域の実情等を踏まえた業務の履行に必
要な日数のほか、必要に応じて準備期間、照査期間
や週休２日を前提とした業務に従事する者の休日、天
候その他のやむを得ない事由により業務の履行が困
難であると見込まれる日数や関連する別途発注業務
の進捗等を考慮する。

発注者は積極的に計画的な発注や施工時期の平準
化のための取組を実施する。
具体的には、繰越明許費・債務負担行為の活用や

入札公告の前倒しなどの取組（納期の分散）によ
り施工時期の平準化に取り組む。

③ 履行期間の平準化

④ 適正な履行期間の設定

地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関
係事務の実施状況等を把握するとともに、各発注者
は必要な連携や調整を行い、支援を必要とする市町
村等の発注者は、地域発注者協議会等を通じて、国
や都道府県の支援を求める。

⑥ 発注者間の連携体制の構築

設計図書に示された設計条件と実際の条件が一致
しない場合等において、設計図書の変更及びこれに
伴って必要となる契約額や履行期間の変更を適切に
行う。その際、履行期間が翌年度にわたることと
なったときは、繰越明許費を活用する。

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント（案）

8



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

設計業務については、設計条件や施工の留意点、
関連事業の情報確認及び設計方針の明確化を行い受
発注者間で共有するため、発注者と受注者による合
同現地踏査の実施に努める。テレビ会議や現地調査
の臨場を要する確認等におけるウェアラブルカメラ
の活用などにより、発注者と受注者双方の省力化の
積極的な推進に努め、情報共有が可能となる環境整
備を行う。

実施に努める事項（測量、調査及び設計【新】）

⑤ 受注者との情報共有、協議の迅速化

業務の発注に当たっては、業務の内容や地域の実
情等に応じ、プロポーザル方式、総合評価落札方式、
価格競争方式、コンペ方式等の適切な入札契約方式
を選択するよう努める。

② 入札契約方式の選択・活用

業務に関する情報の集約化・可視化を図るため、
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用するとともに、
さらに情報を発注者と受注者双方の関係者で共有で
きるよう、情報共有システム等の活用の推進に努め
る。また、ICTの積極的な活用により、検査書類等
の簡素化や作業の効率化に努める。

① ICTを活用した生産性向上（新）

③ プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な
活用

技術的に高度又は専門的な技術が要求される業務、
地域特性を踏まえた検討が必要となる業務において
は、プロポーザル方式により技術提案を求める。

また、豊富な実績を有していない若手技術者や、
女性技術者などの登用、海外での業務経験を有する
技術者の活用等も考慮するとともに、業務の内容に
応じて国土交通省が認定した一定水準の技術力等を
証する民間資格を評価の対象とするよう努める。

履行期間中においては、業務成果の品質が適切に
確保されるよう、適正な業務執行を図るため、休日
明け日を依頼の期限日にしない等のウイークリースタ
ンスの適用や条件明示チェックシートの活用、スケ
ジュール管理表の運用の徹底等により、履行状況の
確認を適切に実施するよう努める。

④ 履行状況の確認

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント（案）
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災害対応（工事・業務） 【新】

災害発生後は、一時的に需給がひっ迫し、労働力や資材・機材等の調達環境に変化が生じることがあ
る。このため、積算に用いる価格が実際の取引価格と乖離しているおそれがある場合には、積極的に見
積り等を徴収し、その妥当性を確認した上で適切に予定価格を設定する。

② 現地の状況等を踏まえた積算の導入

災害時の入札契約方式の選定にあたっては、工事の緊急度を勘案し、随意契約等を適用する。
災害協定の締結状況や施工体制、地理的状況、施工実績等を踏まえ、最適な契約の相手を選定すると

ともに、書面での契約を行う。
災害発生後の緊急対応にあたっては、手続の透明性、公平性の確保に努めつつ、早期かつ確実な施工

が可能な者を選定することや、概算数量による発注を行った上で現地状況等を踏まえて契約変更を行う
など、工事の緊急度に応じた対応も可能であることに留意する。

① 随意契約等の適切な入札契約方式の活用

③ 建設業者団体・業務に関する各種団体等や他の発注者との連携

災害発生時の状況把握や災害応急対策又は災害復旧に関する工事及び業務を迅速かつ円滑に実施する
ため、あらかじめ、災害時の履行体制を有する建設業者団体や業務に関する各種団体等と災害協定を締
結する等の必要な措置を講ずるよう努める。災害協定の締結にあたっては、災害対応に関する工事及び
業務の実施や費用負担、訓練の実施等について定める。また、必要に応じて、協定内容の見直しや標準
化を進める。
災害による被害は社会資本の所管区分とは無関係に面的に生じるため、その被害からの復旧にあたっ

ても地域内における各発注者が必要な調整を図りながら協働で取り組む。

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント
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「令和元年度 北陸ブロック発注者協議会」 の開催

「令和元年度 北陸ブロック発注者協議会（県部会）」の開催

「令和２年度 北陸ブロック発注者協議会」の開催令和２年５月頃

令和元年８月頃

「平成３０年度 北陸ブロック発注者協議会（幹事会）」の開催平成31年2月28日

令和元年5月31日

・ 新潟県部会 （令和元年8月8日 開催） ・ 富山県部会 （令和元年8月6日 開催）
・ 石川県部会 （令和元年8月5日 開催）

「ワーキンググループ」の実施※令和元年１０月頃

・ 新潟県ＷＧ （令和元年10月18日） ・ 富山県ＷＧ （令和元年10月15日）
・ 石川県ＷＧ （令和元年10月21日） ※ 開催を予定していたが、台風19号災害により資料配布のみ実施。

「発注関係事務相談キャラバン」の実施令和元年１０月頃～

22市町村を訪問
・ 新潟県内 （令和元年11～12月 開催） ・ 富山県内 （令和元年10月 開催）
・ 石川県内 （令和元年10～11月 開催）

「令和元年度 北陸ブロック発注者協議会（幹事会）」の開催令和２年２月１３日

北陸ブロック発注者協議会北陸ブロック発注者協議会における品確法改正に伴う説明会等の実施について

11

令和元年6月14日 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」公布・施行

「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」に関する説明会
（北陸ブロック発注者協議会（臨時幹事会））の開催（TV中継）

令和元年7月29日

「新・担い手３法に関する説明会」の開催令和元年８月頃

・ 新潟会場 （令和元年8月7日 開催） ・ 富山会場 （令和元年8月27日 開催）
・ 石川会場 （令和元年8月26日 開催）

「発注関係事務の運用に関する指針」等の改正案説明会
（北陸ブロック発注者協議会（臨時幹事会））の開催（TV中継）

令和元年１１月８日

令和元年8月8日～9月13日
運用指針改正骨子（案）

業界団体、都道府県等へ
意見照会

令和元年10月10日～11月11日
改正運用指針（案）

業界団体、都道府県等へ
意見照会

改正運用指針

令和元年 年内とりまとめ
令和２年１月３０日 改正



新たな全国統一指標の設定

公共工事の発注者としての共通認識の確認



H26.6 「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」公布・施行

H28.8

各取り組みが浸透し、改善傾
向がみられる。

H29.5 「北陸ブロック発注者協議会」で、全国統一指標の導入を決定

「全国統一指標」の取り組みについて

H26

H30

R1

R２

北陸ブロック発注者協議会等での主な実施内容

H27

H28

H29

北陸ブロック発注者協議会の構成機関に全国統一指標（案）を意見照会

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」運用開始
“必ず実施すべき事項”
”実施に努める事項”

を位置付け

H27.4

H29～
キャラバン開始

①適正な予定価格の設定
・最新の積算基準と基準対象外の要領を整備

46％（H30.3） → 96％（R01.3）

・最新単価を用いて積算を実施

98％（H30.3） → 99％（R01.3）

②適切な設計変更
・設計変更ガイドラインを策定し、活用

37％（H29.3） → 41％（H30.8）

③施工時期の平準化（件数）
・平準化率０．８以上の機関数

20％（H30.3） → 24％（H31.3）

「全国統一指標」を協議会の取
り組みの『重点的なテーマ』に
掲げ、各機関が積極的に実施。

WG、キャラバン等を通じ
て取り組みを支援

R1.6
品確法改正

R2.1
運用指針改正 「統一指標」を見直し、新たに

設定

新たな全国統一指標の運用・地域独自指標の検討開始R2.5～
12



必ず実施すべき事項 実施に努める事項

発
注
段
階

① 予定価格の適正な設定
受注者への適正な利潤を確保
適正な工期を前提、 最新の積算基準・単価

① 工事の性格等に応じた入札契約方式の選択・活
用

適切な入札契約方式を選択
（総合評価落札方式の活用）

② 歩切りの根絶
歩切りは品確法（第７条第１項第１号）に違反、行
わない。

② 発注や施工時期の平準化
債務負担行為、余裕期間の設定、繰越（翌債）、
発注時期の調整

入
札

③ 低入札価格調査基準又は最低制限価格
の設定・活用の徹底等（ダンピング受注防止）
低入札価格調査制度、最低制限価格制度の適切
な活用。予定価格は、原則として事後公表。

③ 入札不調・不落時の見積り活用

標準積算と現場の施工実態の乖離が想定される場合は、
見積りを活用し予定価格を適切に見直す。

工
事

④ 適切な設計変更
設計変更ガイドラインの活用

④ 受注者との情報共有、協議の迅速化
三者会議、ワンデーレスポンス、４点セットの活用

そ
の
他

⑤ 適切な技術検査・工事成績評定等
各種技術検査、工事成績評定制度の活用

⑤ 完成後一定期間を経過した後における施工状況
の確認・評価

必要に応じて完成後の一定期間を経過した後において
施工状況の確認及び評価を実施する。

⑥ 発注者間の連携体制の構築
地域発注者協議会、市町村等支援

 「⑥ 発注者間の連携体制の構築」については、「各部会、ＷＧの開催」、「発注
見通しの公表」で実施している。

 「⑤ 完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価」については、
今後検討する。

 北陸独自の取組みとして、「工事施工の円滑化４点セット」の活用を項目に追加。

 北陸管内の国、県、市町村、特殊法人等30機関で構成される「北陸ブロック発注者協議会」では、運用指針
（H26版）に基づき、下記項目に取り組んで来た。 ：「H28全国統一指標」対象取組項目

【R１】「発注関係事務の運用に関する指針（H26版）」に基づく具体的な取組内容 （工事）
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〇運用指針に基づく発注関係事務に関する全国統一指標は、平成28年度に設定。

〇各ブロック毎に目標値を設定し、取組状況のフォローアップとその結果の公表を実施。

■全国統一指標と取組状況（平成28年設定） ※各ブロック毎の詳細な取組状況は参考資料を参照

①適正な予定価格の設定
指標：最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況（見積もり等の活用）
指標：単価の更新頻度

②適切な設計変更
指標：改正品確法を踏まえた設計変更ガイドラインの策定・活用状況
指標：設計変更の実施工事率

③施工時期等の平準化
指標：年度の平均と4～6月期の平均の稼働状況 （件数・金額）の比率（※いわゆる平準化率）

全国的に取組が浸透

全国的に取組状況は改善傾向

特に地方公共団体の取組状況に課題がある。

■その他

④発注見通しの統合・公表
地方公共団体等の発注見通しを統合し、とりまとめ版を公表する取組

全国的に取組が浸透

継続

全国統一指標の設定

14



必ず実施すべき事項 実施に努める事項

入
札
・契
約

①予定価格の適正な設定
最新の積算基準・単価の適用

週休２日等に取り組む際に必要となる経費を適正に計上

①ICTを活用した生産性向上【新】
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用

情報共有システム等の活用の推進

②入札契約方式の選択・活用
適切な入札契約方式を選択

（価格競争方式、総合評価落札方式、技術提案・交渉方式等）
②歩切りの根絶

歩切りは、品確法（第７条第１項第１号）に違反、行わない。

③総合評価落札方式の改善【新】
施工計画の評価、災害時の活動実績の評価等
若手技術者、女性技術者などの活用を考慮③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用

の徹底等
低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用
予定価格は、原則として事後公表

④見積りの活用
標準積算と現場の施工実態の乖離が想定される場合は、見積りを活
用することにより予定価格を適切に見直す。

工

事

④施工時期の平準化【新】
債務負担行為や繰越明許費の活用等
中長期的な工事の発注見通し

⑤余裕期間制度の活用
労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔軟に設定できる余
裕期間制度の活用

⑤適正な工期設定【新】
休日、準備期間等を考慮

施工上必要な日数を確保

⑥工事中の施工状況の確認【新】
下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保

⑥適切な設計変更
設計変更ガイドラインの活用

工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用

⑦受注者との情報共有、協議の迅速化
三者会議、ワンデーレスポンス、４点セットの活用

そ
の
他

⑦発注者間の連携体制の構築
地域発注者協議会、市町村支援

⑧完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価
必要に応じて完成後の一定期間を経過した後において施工状況の確認及
び評価を実施

 北陸管内の国、県、市町村、特殊法人等30機関で構成される「北陸ブロック発注者協議会」では、運用指針
（R1改訂）に基づき、下記項目に取り組むこととしている。 ：「Ｒ２全国統一指標」対象取組項目

【Ｒ２】「発注関係事務の運用に関する指針（R１改訂）」に基づく具体的な取組内容 （工事）

※「⑧ 完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価」については、 今後検討する。※「⑦発注者間の連携体制の構築」については、協議会、各県部会、ＷＧの開催等で実施。 15



「発注関係事務の運用に関する指針（Ｈ26版・Ｒ1改訂対比表）」 に基づく具体的な取組項目 （工事）

平成２６年度制定

必ず実施すべき事項

①予定価格の適正な設定

②歩切りの根絶

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用
の徹底等

④適切な設計変更

⑤適切な技術検査・工事成績評定等

実施に努める事項

①工事の性格等に応じた入札契約方式の選択・活用

②発注や施工時期の平準化

③入札不調・不落時の見積り活用

④受注者との情報共有、協議の迅速化

令和元年度改定 備 考

必ず実施すべき事項

①予定価格の適正な設定 変更なし

②歩切りの根絶 変更なし

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用
の徹底等

変更なし

④施工時期の平準化 実施に務める事項から

⑤適正な工期設定 ⑥設計変更から分離

⑥適切な設計変更 変更なし

実施に努める事項

①ICTを活用した生産性向上
新規項目
アンケート対象外

②工事の性格等に応じた入札契約方式の選択・活用 変更なし

③総合評価落札方式の改善
新規項目
アンケート対象外

④見積りの活用 変更なし

⑤余裕期間制度の活用
必ず実施すべき事項
④施工時期の平準化で調査

⑥工事中の施工状況の確認
新規項目
アンケート対象外

⑦受注者との情報共有、協議の迅速化 変更なし

⑧適切な技術検査・工事成績評定等 必ず実施すべき事項から

 「発注関係事務の運用に関する指針」の改定に伴い、アンケート調査を改良。
 ただし、調査項目は、従前から変更せず、項目順序のみの変更。

：「全国統一指標」対象取組項目 16



必ず実施すべき事項 実施に努める事項

入
札
・契
約

①予定価格の適正な設定
市場における技術者単価及び資材・機材等の取引価格、履行の実
態等を的確に反映した積算

①ICTを活用した生産性向上
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用

情報共有システム等の活用の推進

②入札契約方式の選択・活用
適切な入札契約方式を選択（プロポーザル方式、総合評価落札方式、
価格競争方式、コンペ方式等）②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用

の徹底等
低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用
予定価格は、原則として事後公表

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な活用
技術的に高度又は専門的な業務にはプロポーザル方式を活用
若手技術者、女性技術者などの活用を考慮

履

行

③履行期間の平準化
計画的な発注や施工時期の平準化のための取組を実施
繰越明許費・債務負担行為の活用や入札公告の前倒し等

④履行状況の確認
ウイークリースタンスの適用、条件明示チェックシートの活用
スケジュール管理表の運用

④適正な履行期間の設定
業務の内容、規模、方法、地域の実情等を踏まえた履行期間の設定
必要に応じて準備期間、照査期間、週休２日、天候その他も考慮 ⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

設計業務での発注者と受注者による合同現地踏査の実施

テレビ会議、ウェアラブルカメラ活用等のための環境整備⑤適切な設計変更
設計図書の変更、契約額や履行期間の変更を適切に実施
履行期間が翌年度にわたることとなったときは、繰越明許費を活用

そ
の
他

⑥発注者間の連携体制の構築
地域発注者協議会、市町村支援

 北陸管内の国、県、市町村、特殊法人等30機関で構成される「北陸ブロック発注者協議会」では、運用指針
（R1改訂）に基づき、下記項目に取り組むこととしている。 ：「Ｒ２全国統一指標」対象取組項目

【Ｒ2】 「発注関係事務の運用に関する指針（R1改訂）」に基づく具体的な取組内容 （測量、調査及び設計）

17
※「⑥発注者間の連携体制の構築」については、協議会、各県部会、ＷＧの開催等で実施。



「発注関係事務の運用に関する指針（Ｈ26版・Ｒ1改訂対比表）」に基づく具体的な取組項目 （測量、調査及び設計）

平成２６年度制定

必ず実施すべき事項

①予定価格の適正な設定

②歩切りの根絶

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用
の徹底等

④適切な設計変更

実施に努める事項

①発注や施工時期の平準化

令和元年度改定 備 考

必ず実施すべき事項

①予定価格の適正な設定
変更なし
「歩切りの根絶」を追加

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・活用の
徹底等

変更なし

③履行時期の平準化

実施に務める事項から

④適正な履行期間の設定

⑤適切な設計変更 変更なし

実施に努める事項

①ICTを活用した生産性向上
新規項目
アンケート対象外

②入札契約方式の選択・活用
新規項目
アンケート対象外

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な活用
新規項目
アンケート対象外

④履行状況の確認
新規項目
アンケート対象外

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化
新規項目
アンケート対象外

 「発注関係事務の運用に関する指針」の改定に伴い、アンケート調査を改良。
 ただし、調査項目は、従前から変更せず、項目順序のみの変更。

：「全国統一指標」対象取組項目 18



建設現場における働き方改革への取り組み

① 週休２日への取り組み
② 現場閉所への取り組み

公共工事の発注者としての共通認識の確認



① 週休２日への取り組み

公共工事の発注者としての共通認識の確認
建設現場における働き方改革への取り組み



 気候変動により、自然災害が頻発、激甚化 気候変動により、自然災害が頻発、激甚化

 社会資本の老朽化（維持管理の必要性） 社会資本の老朽化（維持管理の必要性）

建設事業をとりまく課題と対策（働き方改革）

公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保を図り、災害対応、インフラ整備・メ
ンテナンス等の役割を果たし続けるためにも建設業の働き方改革を強化していくことが必要。

 従事者は60代が多く10年後には大半が引退 従事者は60代が多く10年後には大半が引退

 若年入職者の不足 若年入職者の不足

 全産業平均より年間300時間以上の長時間労働 全産業平均より年間300時間以上の長時間労働

 建設業者数、建設就業者数の減少 建設業者数、建設就業者数の減少

担い手の確保（労働力不足の解消）担い手の確保（労働力不足の解消）

◎対策◎課題（背景）

19

 他産業では一般的な週休2日も未確保 他産業では一般的な週休2日も未確保

 ICT技術の全面的な活用
 規格の標準化（Co工）
 施工時期の平準化

生産性の向上生産性の向上

 快適トイレ
 週休２日の促進（適切な工期設定）
 安全衛生（安全な現場）

現場環境の改善現場環境の改善

 適切な設計変更
 予定価格の適正な設定
 技術と経営に優れた業者の評価・選別

適正利潤の確保適正利潤の確保



改正労働基準法における建設業の時間外労働規制（平成31年4月1日施行）

平成31年4月1日より改正労働基準法が施行
建設コンサルタント業は、平成31年4月1日より適用開始 （※ 中小企業は令和2年4月1日より）

建設業は、改正労働基準法の施行から５年後（令和６年度）に罰則付きの時間外労働規制の適用

法定労働時間

時間外労働

年間6ヶ月まで

月45h
年360h

1日8h
週40h

改正労働基準法（平成31年4月1日施行）

特別条項

※ 変更なし

≪労働基準法で法定≫

（1）１日８時間・１週間４０時間
（2）３６協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働

可能
（3）災害その他、避けることができない事由により臨時の必要があ

る場合には、労働時間の延長が可能（労基法３３条）

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫
（１）・原則、月４５時間かつ年３６０時間

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間）
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場

合にも上回ることの出来ない上限を設定
a.２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内（休日出勤を含む）
b.単月１００時間未満（休日出勤を含む）
c.原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限

（２）建設業の取り扱い
・施行後５年間現行制度を適用
・施行後５年以降一般則を適用。

ただし、災害からの復旧・復興については、上記（１）②a.b.は
適用しないが、将来的には一般則の適用を目指す。

原
則

36
協
定
の
限
度

36協定

年720時間

単月100時間
複数月平均80時間

※ 罰則：６か月以下の懲役または30万円以下の罰金

20



業務における時間外労働規制

平成31年4月1日より改正労働基準法が施行
建設業は、改正労働基準法の施行から５年後（令和６年度）に罰則付きの時間外労働規制の適用
建設コンサルタント業は「サービス業」であるため、平成31（2019）年4月1日より適用

（※ 中小企業は令和2年4月1日より）

法令遵守のためには、受発注者が協力して「週休２日」に取り組むことが必要。法令遵守のためには、受発注者が協力して「週休２日」に取り組むことが必要。

①業務執行プロセスの効率化

・ウィークリースタンスの全発注者への展開
「休日明けを期限にしない」「休前日に新たな依頼をしない」
「16時以降打合せ禁止」 等

①業務執行プロセスの効率化

・ウィークリースタンスの全発注者への展開
「休日明けを期限にしない」「休前日に新たな依頼をしない」
「16時以降打合せ禁止」 等

②業務の平準化

・適切な工期（週休２日を前提とした標準的な契約期間）
・国債や繰り越し手続きの活用により、９月納期の契約の拡大や３月納期集中の緩和等
（３月に集中する納期を大幅に分散することが必要）

②業務の平準化

・適切な工期（週休２日を前提とした標準的な契約期間）
・国債や繰り越し手続きの活用により、９月納期の契約の拡大や３月納期集中の緩和等
（３月に集中する納期を大幅に分散することが必要）

※ 中小企業（サービス業）：
下記のいずれかを満たす場合

・資本金の額または出資の総額：5,000万円以下
・常時使用する労働者数：100人以下

※ 中小企業（サービス業）：
下記のいずれかを満たす場合

・資本金の額または出資の総額：5,000万円以下
・常時使用する労働者数：100人以下

21



工事の平準化（工事発注サイクル見直しのイメージ）

工事の終期は３月末が多く、年度末に土休日施工（所定外労働時間）が増加する傾向。
工事において、当初予算からゼロ（国）債の活用が可能（H29年度～）。
事業内容に応じて、出水期前工期末（繰越）、降雪期前工期末（年内完成）を設定。
設計ストックの業務発注も含め、建設生産システム全体で施工時期の平準化を実現。

前 年 度 当 該 年 度 翌 年 度

下 期 上 期 下 期 上 期

工
事
上
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

河
川
・
道
路

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

河
川
・
道
路

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

砂
防

公

告

契

約

完

成

施工
発注

手続き
公

告

契

約

施工
発注

手続き

公

告

契

約

完

成

施工

発注
手続き

公

告

契

約

施工

発注
手続き

ゼロ（国）債
の活用

ゼロ（国）債
の活用

１１月

５月

施工
完

成

５月

公

告

契

約

完

成

施工

発注
手続き 公

告

契

約

施工

発注
手続き

１２月

施工 完

成

１２月

施工 完

成

１１月
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業務の平準化（業務発注サイクル見直しのイメージ）

業務の納期は３月末が多く、年度末に残業（所定外労働時間）が増加する傾向。
ゼロ（国）債活用工事の発注には、当該年度の中旬までに業務成果が必要。
 2019年度予算案に業務の「ゼロ国債」を導入。
業務での「ゼロ国債」導入により、建設生産システム全体で施工時期の平準化の実現を目指す。

前 年 度 当 該 年 度 翌 年 度

下 期 上 期 下 期 上 期

工
事
上
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

業

務

工

事

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

業

務

工

事

公

示

契

約

納

品

調査・設計

発注
手続き

公

告

契

約

施工

発注
手続き

公告準備

公

示

契

約

納

品

調査・設計

発注
手続き

公

告

契

約

施工

発注
手続き

公告準備

（国）債等
の活用

ゼロ（国）債
の活用

納期の分散

９月

１２月
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建設現場における週休２日の取り組み

平成31年4月1日より改正労働基準法が施行
建設業は、改正労働基準法の施行から５年後（令和６年度）に罰則付きの時間外労働規制の適用

罰則付きの時間外労働規制の施行の猶予期間（５年）を待たず、長時間労働是正、
週休２日の確保を図ることが必要。

罰則付きの時間外労働規制の施行の猶予期間（５年）を待たず、長時間労働是正、
週休２日の確保を図ることが必要。

①適切な工期設定
・準備・後片付け期間の見直し
・工期設定支援システムの導入
・余裕期間制度の活用
・工事工程の受発注者間での共有

①適切な工期設定
・準備・後片付け期間の見直し
・工期設定支援システムの導入
・余裕期間制度の活用
・工事工程の受発注者間での共有

②週休２日モデル工事の普及
・週休２日の実施に伴う経費を計上
・工事成績による加点

②週休２日モデル工事の普及
・週休２日の実施に伴う経費を計上
・工事成績による加点

【参考】働き方改革実行計画（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）抜粋

（現行の適用除外等取扱）
建設事業については、限度基準告示の適用除外とされている。これに対し、今回は、罰則付きの時間外労働規制の適用除外とせず、改正法の一般則の施行期日の
５年後に、罰則付き上限規制の一般則を適用する（ただし、復旧・復興の場合については、単月で100時間未満、２か月ないし６か月の平均で80時間以内の条件は
適用しない）。併せて、将来的には一般則の適用を目指す旨の規定を設けることとする。５年後の施行に向けて、発注者の理解と協力も得ながら、労働時間の段階的
な短縮に向けた取組を強力に推進する。

（取引条件改善など業種ごとの取組の推進）
建設業については、適正な工期設定や適切な賃金水準の確保、週休２日の推進等の休日確保など、民間も含めた発注者の理解と協力が不可欠であることから、発
注者を含めた関係者で構成する協議会を設置するとともに、制度的な対応を含め、時間外労働規制の適用に向けた必要な環境整備を進め、あわせて業界等の取組
に対し支援措置を実施する。また、技術者・技能労働者の確保・育成やその活躍を図るため制度的な対応を含めた取組を行うとともに、施工時期の平準化、全面的な
ICT の活用、書類の簡素化、中小建設企業への支援等により生産性の向上を進める。
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 準備に要する期間は、主たる工種区分毎に以下に示す準備・後片付け期間を最低限必要な日数
とし、工事規模や地域の状況に応じて設定する。（通年維持工事は除く）

準備期間 後片付け期間

工 種 区 分 最低必要日数 最低必要日数

河川工事 40 日

20日

河川・道路構造物工事 40 日

海岸工事 40 日

道路改良工事 40 日

共同溝等工事 80 日

トンネル工事 80 日

砂防・地すべり等工事 30 日

鋼橋架設工事 90 日

ＰＣ橋工事 70 日

橋梁保全工事 60 日

舗装工事（新設工事） 50 日

舗装工事（修繕工事） 60 日

道路維持工事 50 日

河川維持工事 30 日

電線共同溝工事 90 日

ダム工事 90 日

適切な工期設定 （準備・後片付け期間の見直し）

準備・後片付け期間の見直し
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工期設定支援システムの主な機能

工程表作成支援システム（イメージ）

① 歩掛毎の標準的な作業日数を自動算出
② 雨休率、準備・後片付け期間の設定
③ 工種単位で標準的な作業手順による工程を自動作成
④ 工事抑制期間の設定
⑤ 過去の同種工事と工期日数の妥当性のチェック

 工期設定に際し、歩掛毎の標準的な作業日数や、標準的な作業手順を自動で算出する工期設定
支援システムを作成。

 平成29年度より維持工事を除き原則的に全ての工事で適用。

適切な工期設定 （工期設定支援システム）
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余裕期間

実工期

発注時

契約時

実工期

発注時

余裕期間

全体工期＝余裕期間＋実工期

実工事期間

契約時

実工期

①「発注者指定方式」 ： 余裕期間内で工期の始期を発注者があらかじめ指定する方式

②「任意着手方式」 ： 受注者が工事の開始日を余裕期間内で選択できる方式

余裕期間

余裕期間

工期の始期を指定

範囲内で受注者が契約時に選定
実工事期間は変更出来ない

③「フレックス方式」 ： 受注者が工事の始期と終期を全体工期内で選択できる方式

※）全体工期内で受注者が実工期を選択

工期の始期を選定

工期の始期を選定 工期の終期を選定

受注者が工期を選定

1. 余裕期間の長さ：６ヶ月を超えない範囲
2. 技術者の配置：
(1) 技術者の配置必要なし、現場着手してはいけない期間（資機材の準備は可、現場搬入不可）
(2) 実工期・実工事期間 ： 技術者の配置必要、準備・後片付け期間を含む。

適切な工期設定 （余裕期間制度の活用）

余裕期間制度
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•元請け、下請けに関わらず参加。
元請本社事務社員なども参加可。
•工事事業の概要、目的、効果を共
有する。
•必要に応じて地域の方も参加可。

工事工程の受発注者間での共有 （工事円滑化推進会議）

北陸地整における取組（「工事円滑化推進会議」の実施）

28

・工事の円滑化４点セットを活用した、工事円滑化推進会議の開催により発注者間のコミュニケーションの充実。（平成２０年１１月～）

・さらに平成２７年度から規模の大きい事業の工事において「工事・事業情報共有部会」を試行。

・平成２９年度より工事工程の調整により、効率的な工事の進捗・完成を図る「工程調整部会」及び「施工条件確認部会」を原則全ての工事で実施。



○ 2018年週休2日対象工事は249件。うち取り組み希望は92件。
○ 2019年週休2日対象工事は677件。うち取り組み希望は390件。
○ R1年度からは、工程調整部会の開催頻度について、1回/2～3ヶ月を目安に受発注者どちらかでも書面の申

し出により開催することができる受注者希望方式「工程調整標準型」を実施
○ また、発注者指定方式で発注する工事で入札公告時に「条件明示チェックリスト」「工事工程表」の開示を実施

建設現場における週休２日 取り組み状況（2018年,2019年）

157件

92件

希望する

希望しない

（希望率37％）

2018年

287件

390件

希望する

希望しない

2019年

（希望率58％）

■週休２日モデル工事の取り組み状況（契約件数ベース）

週休2日
対象工事件数

677件

週休2日
対象工事件数

249件

うち希望件数 うち希望件数
243 86 648 361
6 6 29 29

249 92 677 390

対象件数 対象件数

取組率 83%38%

契約件数（希望件数）
2018年 2019年

58%

受注者希望方式
発注者指定方式

合　 計

希望率 37%

（参考）2018年
全契約工事件数

651件
（取組率38％）

（参考）2019年
全契約工事件数

814件
（取組率83％）
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週休２日の取り組み内容一覧（発注機関別）

30

赤色：特筆事項

整備局（R2.4） 新潟県（H31.1） 富山県（R2.4） 石川県（R2.5） 新潟市（H31.4）
東日本高速道路(株)

新潟支社
中日本高速道路(株)

金沢支社

週休２日
の考え方

週休２日を目標に４週８休
以上（完全週休２日の記述
無し）

原則、完全週休２日※

※毎週２日の休日

原則、毎週２日の休日
（完全週休２日（土日）は別
途評価）

原則、土日を休日
（完全週休２日の記述無
し）

原則、完全週休２日※

※毎週２日の休日

４週８休以上
（完全週休２日の記述無
し）

４週８休以上
（完全週休２日の記述無
し）

緩和措置
工事着手から現場完了日
までの対象期間での現場
閉所日数が対象

ただし、やむを得ず確保で
きない場合は振替休日に
より４週６休相当以上とす
る

振替休日は、当該日を含
む週及びその前後の週に
限定

振替休日も可能

ただし、やむを得ず確保で
きない場合は振替休日に
より４週６休相当以上とす
る

工事着手から工事完成日ま
での対象期間での現場閉所
日数が対象。また、余裕期間
を設定して発注し、工事の始
期（工事着工日）を受注者が
選択できる。

降雨や降雪等による予定外
の現場閉所日についても、現
場事務所での事務作業を含
めて1日を通して現場や現場
事務所が閉所された状態で
あれば、現場閉所日数に含め
るものとする。

発注方式
・発注者指定方式
・受注者希望方式

・受注者希望方式
・発注者指定方式
・受注者希望方式

・発注者指定方式
・施工者希望方式

・受注者希望方式
・発注者指定方式
・受注者希望方式

・発注者指定方式

対象工事

原則全ての工事
※供用時期、施工時間、施
工法に特別な制約がある
ものは除く

当初設計額が10百万以上
の土木工事
※発注者が適さないと判
断したものは除く

【発注者指定方式】
適切な工期が確保できる
工事で試行

【受注者希望方式】
試行対象外でも受注者が
現場着工前に希望した場
合は試行対象とすることが
できる

※各方式とも現場条件に
支障が無いこと、災害復旧
工事でないこと、現場作業
が概ね４週以上あること

【発注者指定方式】
適切な工期が確保できる
工事

【施工者希望方式】
発注者指定方式以外の工
事

【対象外】
災害復旧工事、年間契約
の維持修繕工事等

当初設計額が10百万以上
の土木工事
※発注者が適さないと判
断したものは除く

2019.1.1以降に入札公告
する全ての土木工事（工事
種別問わず）のうち概ね
2019年度から2021年に
しゅん功する工事
※供用時期が定められる
など施工条件の制約が多
い工事やその他発注責任
者が認めた工事は対象外

2019.4.以降に入札公告す
る全ての土木工事等及び
施設工事からモデル工事
を選定
※ただし、以下の2点に該
当するものは対象外
①自然災害に対する復旧
工事で、交通制限をしてお
り、早急な復旧が必要な工
事
②事業費や供用までの工
程の制約があるなど実施
困難と認められる工事

補正対象

労務費
機械経費（賃料）
共通仮設費
現場管理費
４週８休・７休・６休
※当初より4週8休以上の
達成を前提として各経費の
補正を計上

労務費
機械経費（賃料）
共通仮設費
現場管理費
４週８休・７休・６休

労務費
機械経費（賃料）
共通仮設費
現場管理費
４週８休・７休・６休

労務費
機械経費（賃料）
共通仮設費
現場管理費
４週８休

労務費
機械経費（賃料）
共通仮設費
現場管理費
４週８休・７休・６休

労務費
機械経費（賃料）
稼働率
共通仮設費
現場管理費
４週８休以上・７休・６休

労務費
機械経費（賃料）
共通仮設費
現場管理費
４週８休

達成確認
現場閉所日数が対象期間
×（６、７、８日）／（２８日）
以上

現場閉所日数が対象期間
×（６、７、８日）／（２８日）
以上

現場閉所日数が対象期間
×（６、７、８日）／（２８日）
以上

現場閉所日数が対象期間
×（８日）／（２８日）以上

現場閉所日数が対象期間
×（６、７、８日）／（２８日）
以上

現場閉所日数が対象期間
×（６、７、８日）／（２８日）
以上

現場閉所日数が対象期間
×（８日）／（２８日）以上

成績評価

○加点有り
※４週８休以上は最大で創意工夫
で０．８点、工程管理で０．４点
●発注者指定で４週８休以上が受
注者の責により確認できない場合
は実施状況に応じ減点する。

○加点有り
※４週８休以上を工事現場、技術者
が達成した場合それぞれ社会性で
１．０点、創意工夫で１．２点
●減点無し

○加点有り
※４週８休達成は０．８点、４週７休
達成は０．４点（ともに創意工夫）
※完全週休２日（土日）達成は社会
性でさらに１．０点
●減点無し（受注者希望）

○加点有り
※４週８休達成は社会性等で０．５
点
●減点無し（施工者希望）

○加点有り
※４週８休以上を工事現場、技術者
が達成した場合それぞれ社会性で
１．０点、創意工夫で１．２点
●減点無し

加点有り
※４週８休以上は加点（創意工夫で
２点）
※４週６休、４週７休の場合は加点
無し
●減点無し

〇加点有り
※４週８休以上を達成した場合は、
２点を加点する。
※４週６休、４週７休の場合は加点
無し
●減点無し



週休２日への取り組みについて（取り組みを行った建設業者の声）【直轄工事】

建設業界における現状（取り組みの背景）

 休暇の取得を就職する会社の第一条件とす
る希望者が増えている。

 入社しても辞める人がいることから安定した
雇用確保が必要。

 就職希望者が週休２日を業者の選定基準の
一つとしている。

 職場環境の改善、担い手確保には週休２日
の実現は必須事項。

取り組みを行ったことによる効果

 就職説明会等で「週休２日」を目指し改善し
ていること説明することで、業界に関する理
解が進んできている。

 今年度は新卒者の応募があった。
 横断幕等を設置し、広く一般にアピールでき、

現場のイメージアップにつながった。
 本社の現場への支援体制の構築により、業

務の効率化、残業の縮減、休暇取得を促進。

実施あたっての課題・問題点

 天候等に左右されるため、今まで以上の緻密
な工程管理が必要。

 協力業者が週休２日制でないため、機械・労
務の調整に負担をかけた。

 日給月給の労働者もいるため、簡単に移行
できない。

 降雪期までに完成させないと工期内完成が
困難となる。

取り組みを促進するための改善点

 発注者は適切な工期を設定し、受注者は生
産性向上をさらに促進することが必要。

 下請においても担い手の確保が課題であり、
建設業界全体で取り組むことが必要。

 継続的に取り組みを行い意識付けを行うこと
が必要。
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② 現場閉所への取り組み

公共工事の発注者としての共通認識の確認
建設現場における働き方改革への取り組み

・ （第１弾） 「２０１９ＧＷ」
・ （第２弾） 「令和元年 秋」



各発注機関の統一的な現場閉所への取り組み

実
施
状
況
ア
ン
ケ
ー
ト

新
潟
県
・
富
山
県
・
石
川
県
を

通
じ
て
各
市
町
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統一的な現場閉所への取り組み（第１弾）「2019ＧＷ」

２
０
１
９
年

ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク

統
一
的
な
現
場
閉
所
の

取
り
組
み
を
提
案

２
０
１
９
年

ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク

統
一
的
な
現
場
閉
所
の

取
り
組
み
を
提
案

H31.4.5H31.4.5

各
機
関
で
の
取
り
組
み
実
施

各
機
関
で
の
取
り
組
み

内
容
の
確
認

R01.05.31
協議会

R01.05.31
協議会

H31.02.28
幹事会

H31.02.28
幹事会

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

27 28 29 30 1 2 3 4 5 6
昭和の日 国民の休日 天皇即位の日 国民の休日 憲法記念日 みどりの日 こどもの日 振替休日

４　月 ５　月

受発注者間で調整

H31.04
～R01.05
H31.04

～R01.05 R01.05R01.05

【取り組み内容】
 GW期間（１０連休）の現場閉所を各発注機関から

受注者へ提案。
 GW期間全ての現場閉所が困難な場合は、土日や

それ以外の連続した日など一部期間を現場閉所
 対象工事は、工期にGWが含まれる全ての工事。

実
施
状
況
ア
ン
ケ
ー
ト

ＷＧ・キャラバ
ンを通じて各市
町村の取り組
み内容を把握

統一的な現場閉所への取り組み（第２弾）「令和元年 秋」

２
０
１
９
年
９
～
11
月
に

「
現
場
閉
所
の
統
一
日
」
を
設
定

２
０
１
９
年
９
～
11
月
に

「
現
場
閉
所
の
統
一
日
」
を
設
定

各機関での
取り組み実施 各

機
関
で
の
取
り
組
み

内
容
の
確
認

R02.02
幹事会
R02.02
幹事会

R01.08
県部会
R01.08
県部会 R01.12R01.12

【取り組み内容】

 ２０１９年の９～１１月は土日を含めた「３連休」
が４回あり、この期間を踏まえた「現場閉所の
統一日」を設定することを提案。

R01.09～11R01.09～11
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2019年

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 1 2

8 9 10 11 12 13 14 6 7 8 9 10 11 12 3 4 5 6 7 8 9
文化の日 振替休日

15 16 17 18 19 20 21 13 14 15 16 17 18 19 10 11 12 13 14 15 16
敬老の日 体育の日

22 23 24 25 26 27 28 20 21 22 23 24 25 26 17 18 19 20 21 22 23
秋分の日 即位礼正殿の儀

29 30 27 28 29 30 31 24 25 26 27 28 29 30

10　月9　月 11　月



・ 「２０１９ＧＷ」
統一的な現場閉所への取り組み
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 ２０１９年ゴールデンウィークは、４／２７（土）～５／６（月）の１０連休。

今後、建設業全体のさらなる週休２日の取り組みを推進するためには、各発注機関の統一的な
現場閉所に取り組むことが重要。

【取り組み内容】
 建設業の働き方改革に向けた取り組み姿勢を示すため、 発注機関が連携し、GW期

間（１０連休）の現場閉所を各発注機関から受注者へ提案。
 GW期間全ての現場閉所が困難な場合は、土日やそれ以外の連続した日など一部期

間を現場閉所とするよう受発注者間で調整。
 対象工事は、工期にGWが含まれる全ての工事。

北陸地方整備局管内の発注機関による統一的な取り組み

【２０１９ＧＷ】週休２日推進に向けた取り組み

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

27 28 29 30 1 2 3 4 5 6
昭和の日 国民の休日 天皇即位の日 国民の休日 憲法記念日 みどりの日 こどもの日 振替休日

４　月 ５　月

受発注者間で調整



【２０１９ＧＷ】週休２日推進に向けた取り組み結果（北陸地整）

工期にＧＷ期間が含まれる全４９１工事（稼働工事）の約９割で
１０日間の現場閉所を実施。 （※現場閉所５日以上の工事は約96%達成）

※現場閉所実施状況は、直轄工事を対象とし、ＧＷ後に調査を実施。
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【２０１９ＧＷ】週休２日推進に向けた取り組み結果（市町村）

本取り組みについての市町村からの意見等（市町村協議会員）【アンケート結果より】

柏崎市：
• 協議会からの要請があることにより、取組が円滑に進んだ。

新発田市：
• 発注済みで工期にＧＷが含まれる工事について、工事毎に監督員を通じて本取り組みを実施するよう依

頼し、請負業者には調整結果を打合せ簿等で提出するように指導した。
• 今年度発注でＧＷ前に契約が見込まれる工事について、特記仕様書に本取り組みを追加した。

阿賀野市：
• 統一現場閉所を試み、事前に事業担当課から業者へヒアリングを申し入れたところ、当市は中小企業が

多く存し、長期の現場閉所は困難であると回答を得たため、統一的な現場閉所を断念しました。

高岡市：
• 受発注者が集まる建設関連懇談会議で取り組みを紹介し、口頭で周知した。
• 関係部署に取り組みを紹介した。

黒部市：
• 関連業界が、休みとなったことから今回は、取組はし易かったと思われます。また、年度初めということも

あり、工事が最盛期でなかったことも取組は行いやすかったのではと思います。

金沢市：
• 周知の方法としては、工事毎に監督員から現場代理人に伝えた。

小松市：
• 市より建設業協会など関係団体へ本趣旨を案内し、業界として趣旨を理解して取り組んでほしいと伝え

ている。
35



・ 「令和元年 秋」
統一的な現場閉所への取り組み



【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み計画（第２弾）

（第１弾）
 ２０１９ＧＷ期間（4/27（土）～5/6（月）の10連休）の現場閉所を各発注機関から受注者へ提案。
 各発注機関においても積極的に取り組みを進めたことから、一定の成果。
 各発注機関が協働して行うことにより、受注者の働き方改革を後押し。

（第２弾）
 ２０１９年の９月～１１月は土日を含めた「３連休」が４回。
 ４回の３連休の土日祝日のうち、少なくとも２日連続を「現場閉所日」の設定とし、各発注機関から受注者へ

提案。 （２日～最大１２日）
 管内の各発注機関が連携して行う統一的な取り組みの「第２弾」として、実施。

2019年

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 1 2

8 9 10 11 12 13 14 6 7 8 9 10 11 12 3 4 5 6 7 8 9
文化の日 振替休日

15 16 17 18 19 20 21 13 14 15 16 17 18 19 10 11 12 13 14 15 16
敬老の日 体育の日

22 23 24 25 26 27 28 20 21 22 23 24 25 26 17 18 19 20 21 22 23
秋分の日 即位礼正殿の儀

29 30 27 28 29 30 31 24 25 26 27 28 29 30

10　月9　月 11　月

北陸ブロック発注者協議会として、第１弾の取り組み結果を共有し、第２弾の取り組みを実施することを確認。

36



【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（北陸地整）

４回の３連休の土日祝日のうち、少なくとも２日連続を「現場閉所日」とすることを受注者へ提案した結果、

全６４８工事の約９３％で２日連続の「現場閉所」を実施

37
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統一的な現場閉所「第2弾」実施結果（3連休×4回（12日））
対象工事件数：648件

２日連続

現場閉所

４回

２日連続

現場閉所

３回

２日連続

現場閉所

２回

２日連続

現場閉所

１回

２日連続

現場閉所

０回

２日連続の「現場閉所」を実施

※ ３連休の土日祝日における２日連続の「現場閉所」

土 日 月

休 休

出休 休

休 休出

休パターン１

パターン２
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統一的な現場閉所「第2弾」実施結果（3連休×4回（12日））

2日連続現場閉所４回

2日連続現場閉所0～3回

対象工事件数：648件

【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（北陸地整）

工期に４回の３連休が含まれる全６４８工事の約９割で４週６休相当
以上の現場閉所を実施
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４週６休相当以上 89%

４週８休相当以上 76%

※ 「４週８休相当」とは、9/14～20、9/21～27、10/12～18、11/2～8の28日（４週）において、3連休4回の全12日の中で8日以上の現場閉所を実施した場合
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統一的な現場閉所「第2弾」実施結果（3連休×4回（12日））
対象工事件数：648件

２日連続

現場閉所

４回

２日連続

現場閉所

３回

２日連続

現場閉所

２回

２日連続

現場閉所

１回

２日連続

現場閉所

０回

一般土木

28

64%

Ａｓ舗装

5

11%

建築

3

7%

維持修繕

5

11%

機械設備

1

2% その他

2

5%

２日連続現場閉所 ０回 工種別工事件数

２日連続

現場閉所

０回

全44件

【令和元年 秋】 （北陸地整）
週休２日推進に向けた取り組み結果

 「統一的な現場閉所」（２日連続の「現場閉所」）の実施が困難とされた現場が存在。
 山間部、積雪地での現場

（降雪前に工事を完了するため）
 交代制により工事を実施している現場

（トンネル工事、維持工事等）
 現場制約により休日（土日）に工事を実施している現場

（庁舎内設備、建築工事等）

・砂防・地すべり 12件
・道路改良 11件

（朝日温海4件、能越道5件、その他2件）

・護岸・災害復旧 2件
・トンネル 2件
・橋梁下部 1件

山間部・積雪地の工事

２日連続の「現場閉所」０回 工種別工事件数

全体の７％
（44/648）
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【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（北陸地整）



【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

機関別実施結果（新潟県）
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【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

機関別実施結果（富山県）
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【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

機関別実施結果（石川県）
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【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

機関別実施結果（新潟市）
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【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

取り組みが実施できなかった理由（工事、全体）

 【機関Ａ】営繕工事では、学校の改修工事等、工事期間が制約された工事が多く、 ２日以上連続
した現場閉所が出来ない工事が１３件あった。

 【機関Ｂ】学校の改修工事で、生徒のいない休日の作業となるため。
 【機関Ｃ】晴天時に工事の進捗を図る必要のあるほ場整備等の工事や、農繁期等により工期に

制約のある工事

 【機関Ｄ】10、11月は台風19号の影響のため、８件が実施不可。
 【機関Ｅ】雪が降り始める年末の前の天候の良い期間に、工事を進捗させたいとの思いもあり、

なかなか受注者に現場閉所の提案を行うことはできなかった。

 【機関Ｆ】緊急作業及び工事については9月～11月3連休期間中工事を実施（①台風対策(足場
ネット撤去)、②施設故障緊急対応(情報板故障)、③地元要望対応(安全対策上緊急性
あり：草刈作業) 等）

 【機関Ｇ】見学会の対応や別途工事の工程に影響を及ぼすため。
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【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

来年度の「統一的な現場閉所」の取り組みについて

対象工事の設定、繁忙期、降雪期前を対象外とする意見が多かった。
一方、今年度の「統一的な現場閉所」の取り組みをさらに進めた「月１回」「月２回」「各県で

統一」の意見も上がった。

※ 該当項目を選択（複数選択可） 45
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①年間を通じて毎月1回（第○週）の

土日を対象に実施（統一日を指定）

②年間を通じて毎月2回（第○週、第△週）の

土日を対象に実施（統一日を指定）

③３県で統一日を指定

④各県で統一日を指定

⑤年間を通じて全土日を対象に実施

⑥大型連休、３連休以外を対象とする。

⑦大型連休、３連休等のみを対象とする。

⑧対象工事を設定する（工期○月以上、

設計額〇円以上、一般土木のみ等）。

⑨繁忙期は対象外とする。

⑩降雪期前は対象外とする。

⑪その他

今後の「統一的な現場閉所」の取り組み



【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

「週休２日モデル工事」の取り組みについて

46
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①既に取り組んでいる。

②取り組む予定にしている。

③取り組む検討をしている。

④取り組む検討はしているが時期は未定。

⑤取り組み検討はしていない。

⑥その他。

週休2日モデル工事の取り組み状況

 積極的に取り組みを進める機関がある一方、取り組む検討はしているが時期は未定及び未検討の機関も多い。



【令和元年 秋】週休２日推進に向けた取り組み結果（アンケートとりまとめ）

改正労働基準法（５年後に罰則付きの残業規制が適用）への対応について

47

 【機関Ｈ】令和２年度発注工事から「週休２日交替制モデル工事」を試行する予定（試行の仕
方については、今年度中に検討）

 【機関 Ｉ 】来年度は週休２日の取り組みとして「受注者希望方式」等の発注方式について検討し
たい。

 【機関Ｊ】来年度は、モデル工事として複数件（4週8休・７休・6休、対象工事については今後検
討）試行的に実施する。

 【機関Ｋ】来年度は発注工事件中９割で４週８休とする。
 【機関Ｌ】来年度は発注工事の全数で４週６休以上とし、５年後には、４週８休が確保できるよう

にする。
 【機関Ｍ】来年度は4週8休を導入できるよう検討する。

 【機関Ｎ】来年度は、対象工事の設定要件などを検討したい。その後、業者へ周知を行いたい。
 【機関Ｏ】来年度には試験的に実施できるよう検討を行いたい。

 【機関Ｐ】現在、発注工事は４週６休を実施しているので、５年後には、４週８休が確保できるよう
にしていきたい。

 【機関Ｑ】令和５年度までの対応完了を念頭に、制度周知を図り、情報収集と具体的な取り組み
を検討する。



建設業における週休２日への取り組み

 平成31年4月1日より改正労働基準法が施行
 建設業は、改正労働基準法の施行から５年後（令和６年度）

に罰則付きの時間外労働規制の適用
 法定労働時間は、原則１日８時間・１週間４０時間（４週８休

相当）

 令和元年6月14日に品確法が一部改正、施行
（発注者等の責務）
第七条 六 公共工事等に従事する者の労働時間その他の労働条件
が適正に確保されるよう、公共工事等に従事する者の休日、工事等の
実施に必要な準備期間、天候その他のやむを得ない事由により工事
等の実施が困難であると見込まれる日数等を考慮し、適正な工期等を
設定すること。

罰則付きの時間外労働規制の施行の猶予
期間（５年）を待たず、長時間労働是正、週
休２日の確保を図ることが必要。

週休２日への移行イメージ

R02 R05R03R01 R04

時間外労働

R06

時間外労働
規制適用

◇統一的な現場閉所
第１弾（R01.05：GW10連休）
第２弾（R01.09～11：４回の３連休）
第３弾（R02年度：毎月２回の閉所）

建設業の働き方改革に向けた取り組み姿勢を示
すため、 また中長期的な担い手の確保のため発
注機関が連携し、「統一的な現場閉所」を設定 日8h・週40h

北陸ブロック発注者協議会

品確法に基づく建設生産システム

４週７休
４週６休

４週８休

法定労働時間
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４週５休



週休２日推進に向けた取り組み（令和２年度の取り組み）
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◆ 週休２日推進に向けた取り組み（令和２年度の取り組み）

① 年間を通じて毎月２回（第２週、第４週）の土日を対象に実施
※ 就業規則等で第２週、第４週以外を休日とする場合、読み替えられるものとする

② ①を北陸管内の現場閉鎖の統一日として設定

第２週、第４週の土日を「統一的な現場閉所」とした場合

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30

４　月

例：令和２年４月

時間外労働規制適用

４週８休の確保

令和６年度

令和４、５年度

月３回の
「統一的な現場閉所」

月２回の
「統一的な現場閉所」

令和２、３年度

月２回の
「統一的な
現場閉所」

令和元年度

大型連休、３連休における
休日の確保

大型連休、３連休の
「統一的な現場閉所」

「統一的な現場閉所」のアンケート結果より、



週休２日推進に向けた取り組み（令和２年度 週休２日モデルカレンダー）
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2020年

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 1 2 31 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11 3 4 5 6 7 8 9 7 8 9 10 11 12 13 5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18 10 11 12 13 14 15 16 14 15 16 17 18 19 20 12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25 17 18 19 20 21 22 23 21 22 23 24 25 26 27 19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 24 25 26 27 28 29 30 28 29 30 26 27 28 29 30

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 30 31 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 5 6 7

2 7 8 9 10 11 8 6 7 8 9 10 11 12 4 5 6 7 8 9 10 8 9 10 11 12 13 14

9 10 11 12 13 14 15 13 14 15 16 17 18 19 11 12 13 14 15 16 17 15 16 17 18 19 20 21

16 17 18 19 20 21 22 20 21 22 23 24 25 26 18 19 20 21 22 23 24 22 23 24 25 26 27 28

23 24 25 26 27 28 29 27 28 29 30 25 26 27 28 29 30 31 29 30

2021年

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 1 2 31 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6

6 7 8 9 10 11 12 3 4 5 6 7 8 9 7 8 9 10 11 12 13 7 8 9 10 11 12 13

13 14 15 16 17 18 19 10 11 12 13 14 15 16 14 15 16 17 18 19 20 14 15 16 17 18 19 20

20 21 22 23 24 25 26 17 18 19 20 21 22 23 21 22 23 24 25 26 27 21 22 23 24 25 26 27

27 28 29 30 31 24 25 26 27 28 29 30 28 28 29 30 31

１　月 ２　月 ３　月

４　月 ５　月 ６　月 ７　月

８　月 ９　月 11　月10　月

12　月

 令和２年度は、年間を通じての取り組みを実施。
 毎月の第２週、第４週の土日※を「現場閉所の統一日」に設定し、週休２日を実施。

※ 就業規則等で第２週、第４週以外を休日とする場合、読み替えられるものとする。

 実施結果の集計・分析方法については今後検討。



週休２日（４週８休）の実施例

一般的な工事
工事

技術者

トンネル工事等
（交代制）

工事

技術者A

技術者B

技術者C

維持工事等
（交代制）

工事

技術者A

技術者B

現場制約のある
工事等

工事

技術者

月 火 水 木 金 土 日

休 休

休 休

休 休

休 休

休 休

休 休

休休

休 休

休 休

週休２日工事は下図の「一般的な工事」を対象。

現場条件、工事内容等から「現場閉所」「技術者の土日の休み」等の実施が困難な工事につい
て対応を検討中。（令和２年度中に方針を提示予定。）

対象

対
応
を
検
討
中
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建設事業をとりまく現状と課題

資料－１
（別紙）



公共事業による社会インフラの整備は、経済活動の活性化や国民生活の向上に大きく寄与する
ため、維持管理・更新を含めて今後も安定的な確保が必要。

出典：令和２年度国土交通省・公共事業関係予算のポイント[令和元年12月財務省]

1

 公共事業関係費の当初予算は、平成9年度がピー
ク、平成24年度が底となっている。

 平成23年3月の東日本大震災もあり、平成25年度
以降後若干回復し、平成26年度から約6兆円で推
移している。

公共事業関係費の推移（全国） 一般会計歳出の主要経費の推移（全国）

 一般会計歳出の推移では、公共事業関係費が占
める割合は減少し、社会保障関係費が増大。

建設事業をとりまく現状① （事業費の推移）

出典：我が国の財政事情（令和２年度予算政府案） [令和元年12月財務省]



建設投資額の減少に伴い、建設業者数も減少。

2

「北陸」の建設事業を取り巻く現状（建設投資、許可業者数の推移）

資料：国土交通省「建設総合統計年度報」・「許可業者数調べ」・厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注１） 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値 注２） 北陸：新潟県、富山県、石川県 注３） 投資額は出来高ベース

建設事業をとりまく現状② （事業費の推移）

 建設投資額（平成30年度見通し）は約2.2兆円で、ピーク時（平成8年度）から約45%減。
 建設業者数（平成30年度末）は約2.1万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約24%減。

(30,000)

(20,000)

(10,000)

0

10,000

20,000

30,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（者）（億円）

民間投資額

政府投資額

許可業者数
建設投資のピーク
約４兆円（８年度）

民間投資のピーク

約2.2兆円（３年度）

政府投資のピーク
約2.2兆円（10年度）

許可業者数のピーク

約2.7万者（11年度）

約2.0万者

（H30年度）
ピーク時比

0.76

建設投資
約2.2兆円

ピーク時比

0.55

民間投資

約1.1兆円

ピーク時比

0.51

政府投資

約1.1兆円

ピーク時比

0.50

（年度）



建設投資額、建設業者数の減少に伴い、建設就業者数も減少。

3

「北陸」の建設事業を取り巻く現状（建設就業者数の推移）

建設事業をとりまく現状③ （建設就業者数の推移）

 建設業就業者数（平成30年平均）は約7.8万人で、ピーク時（平成12年平均：15.4万人）から約50%減。
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今後、中長期的には、60代以上が大量離職（引退による退職）する可能性があり、担い手の確保、
育成が喫緊の課題。
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建設従事者の年齢構成分布
（全国）

建設業の年齢階層別構成比の推移
（全国）

 60代の建設従事者は10年後には大半が引退
 若年入職者の確保・育成が喫緊の課題

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が
約11%と高齢化が進行している。

若年入職者の確保・
育成が喫緊の課題

（万人）

（年齢）

出所：総務省「労働力調査」を元に国土交通省で算出

10年後には大半が引退出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

建設事業をとりまく現状④ （建設従事者の年齢）



H19.3.25 能登半島地震

H20.7.28 豪雨

H19.7.16 新潟県中越沖地震

H16.10.23 新潟県中越地震

H20.2.24 高波災害

H25.7.29 豪雨

H24.4.12 地すべり

H３０年豪雪

H24.3.7 地すべり

H25.5.7 地すべり (魚沼市）

H26.11.22
長野県北部を震源とする地震

5

H24.4.22 地すべり (三条市）H29.1.16 地すべり

H23.7.28 新潟・福島豪雨 気候変動により、豪雪、大雨の頻度増加、強い台風の増加等が予測されており、これ
により水害、土砂災害等が頻発、激甚化することが懸念。

建設事業をとりまく現状⑤ （頻発する災害）



 高度成長期以降に整備したインフラが急速に老朽化し、今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割
合が加速度的に高くなる。
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橋梁数(15m以上)

橋梁数(15m未満)

累計橋梁数

橋梁数（橋） 累積橋梁数（橋）
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【20年後の橋齢50年以上の橋梁数】

←橋齢50年以上
（現在：17%）

←橋齢50年以上
（20年後：65%）

管内の橋梁の損傷事例

建設年度別橋梁数

歌高架橋

H20点検

橋齢50年以上

橋齢50年未満

橋梁の年齢別割合

【現在（H28年）】

【20年後】

北陸地方整備局が管理している道路橋は3,421橋(H28年4月現在)。

建設後50年以上の割合は現在が約17％だが20年後には約65％となり、急速に高齢化・老朽化が進行。

高度経済成長期
1955年～1973年

建設年度不明の橋梁は含んでいない

547橋
17％2,685橋

83％

1,920橋
65％

1,312橋
35％

（溝橋・カルバートを含む）

落橋の事例 （沖縄県 辺野喜橋 （2009年7月））

現在50歳 現在30歳

建設事業をとりまく現状⑥ （インフラの老朽化）



建設事業をとりまく現状⑦ （建設業における休日の状況）

 中長期的に担い手を確保するために、賃金の改善を図るとともに、週休２日の推進等による労働環境の改善
が不可欠。

現在、４週８休は１割以下（全体：8.5%、建築：5.3%、土木：8.8%）

４週当たりの平均休暇日数は「5.00日」（全体）。

（4週当たり）

休暇日数
5.00日

（4週当たり）

休暇日数
4.78日

（4週当たり）

休暇日数
5.07日

4週8休は1割以下

※ 建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。
出典：日建協「2017時短アンケート2017（速報）」を基に国土交通省が作成
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